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十島村とＮＴＴ西日本 鹿児島支店による「ＩＣＴを活用した村づくり」 

に関する連携協定について 

 
                                      

 十島村（村長：肥後 正司）とＮＴＴ西日本 鹿児島支店（支店長：榊原 寿治）は、十島村に    

おける地方創生の実現に向け、十島村の主要政策「定住促進対策の強化」、「産業振興対策の推進」、

「少子高齢化や地域づくり対策の強化」、「生活環境対策の充実」、「交通対策の向上」、「情報通信

基盤対策の整備」、「行財政対策の強化」の各分野におけるＩＣＴ（情報通信技術）利活用の連携

強化を目的として、ＩＣＴ連携協定を締結します。 

 

 

１．協定締結に至った背景 

  十島村は、鹿児島市内にある役場と7つの有人離島からなる日本一長い村であり、「住民総参

加による村づくり」を村政運営の基本理念としており、「十島村に住んでよかった」と実感でき

る村政を築き、「村民が希望の持てる村」をめざしています。 

また、十島村では本土との情報格差是正などを目的に、7 つの島を結ぶため総延長約 100 キ

ロにおよぶ海底光ケーブルの整備を進めており、これらの情報通信基盤と新技術を組み合わせ

ることにより、効果的なＩＣＴの利活用の検討を行っています。 

  一方、ＮＴＴ西日本は、「社会の抱える課題解決に向けたＩＣＴソリューションを提案してい

く企業」として、これまでに培った知見や技術力を活かし、自治体の地域活性化の取り組みを

支援しています。 

このような背景のもと、ＩＣＴを活用した地方創生を推進するために、行政サービスの向上

及び地域産業の振興等、地域課題の解決に相互に連携しながら取り組むことについて両者が合

意し、今回のＩＣＴ連携協定を締結する運びとなりました。 

 

２．協定締結式について 

(1)日 時  2019 年 11 月 18 日（月）13：30～ 

 (2)場 所  十島村役場 （鹿児島市泉町 14 番 15 号） 

(3)出席者   十 島 村                                  村  長  肥      後  正 司 

      ＮＴＴ西日本 鹿児島支店 支店長           榊 原  寿 治 

 

３．連携協力の内容  ※別紙：ＩＣＴ連携協定における目標イメージ 

   主な内容は次のとおりです。 

なお、具体的な取り組み内容及び実施方法については、両者で協議のうえ決定します。 

(1) 十島村の主要政策である「定住促進対策の強化」、「産業振興対策の推進」、「少子高齢化や

地域づくり対策の強化」、「生活環境対策の充実」、「交通対策の向上」、「情報通信基盤対策

の整備」、「行財政対策の強化」の各分野におけるＩＣＴを活用した施策の検討・実施 

(2) ＩＣＴの活用による新たな住民サービス（観光や防災、教育、医療・福祉等）の検討・実

施 

(3) 十島村の事業計画時における他自治体の導入事例や先進技術情報等の提供 

(4) その他、両者が協議して前条の目的を達成するため必要と認める事項 

 

４．今後の展開 

  今回のＩＣＴ連携協定の締結を契機として、公衆無線ＬＡＮ環境整備について先行して検討

を進めます。公衆無線ＬＡＮは、観光客が簡単に観光情報等を入手できることに加え、防災・

減災のための情報の収集や発信など住民の安心・安全につながる有効な手段であることから、

より効果的で効率的な整備が展開できるよう検討を行います。 

  また、鹿児島市内の役場と7つの有人離島とのコミュニケーション維持・向上に向けた活性化

対策等も検討を進めてまいります。 



  

 

本件に関する報道機関からのお問い合わせ先 

                      ○十島村総務課政策推進係 蔵町 

ＴＥＬ：０９９－２２２－２１０１ 

○ＮＴＴ西日本 鹿児島支店  

ビジネス営業部 今村、佐別當 

ＴＥＬ：０９９－２２７－９５６６ 

 

 

 

                 電話番号をお確かめの上、お間違いのないようお願いいたします。 

 

               ニュースリリースに記載されている内容は、報道発表時のものです。 

最新の情報と内容が異なる場合がございますので、あらかじめご了承ください。   

 

 

                              審査：19-1575-1 

 

 

 

 

※別紙：ＩＣＴ連携協定における目標イメージ 

 


